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1. 2025年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（2024年4月1日～2024年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年3月期中間期 303,972 △1.1 18,541 △8.4 14,523 △47.6 10,658 △47.3

2024年3月期中間期 307,468 15.2 20,246 416.6 27,738 132.5 20,240 154.0

（注）包括利益 2025年3月期中間期　　△1,369百万円 （―％） 2024年3月期中間期　　35,142百万円 （124.5％）

1株当たり中間純利益
潜在株式調整後

1株当たり中間純利益
円 銭 円 銭

2025年3月期中間期 126.00 ―

2024年3月期中間期 221.61 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2025年3月期中間期 500,535 333,534 62.5

2024年3月期 519,718 339,488 61.2

（参考）自己資本 2025年3月期中間期 312,806百万円 2024年3月期 317,867百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年3月期 ― 36.00 ― 39.00 75.00

2025年3月期 ― 45.00

2025年3月期（予想） ― 45.00 90.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

3. 2025年 3月期の連結業績予想（2024年 4月 1日～2025年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 600,000 △3.8 30,000 4.1 28,000 △29.3 22,000 △11.5 259.68

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料P.7「（３）中間連結財務諸表に関する注記事項（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料P.7「（３）中間連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更に関する注記）」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025年3月期中間期 94,234,171 株 2024年3月期 94,234,171 株

② 期末自己株式数 2025年3月期中間期 9,636,403 株 2024年3月期 9,654,293 株

③ 期中平均株式数（中間期） 2025年3月期中間期 84,590,075 株 2024年3月期中間期 91,332,386 株

（注）2025年3月期中間期の期末自己株式数および期中平均株式数（中間期）の算定上控除する自己株式数には、従業員向け株式交付信託が保有する

　　　当社株式が含まれております。

※ 第2四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

1.当中間連結会計期間において、連結業績予想値を修正しております。詳細につきましては、本日開示の「通期業績予想の修正に関するお知らせ」を

ご覧ください。

2.本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間連結会計期間の業績につきましては、連結売上高は303,972百万円と、前年同期に比べ3,496百万円

(△1.1%)の減収となりました。利益につきましては、連結営業利益は18,541百万円と、前年同期に比べ1,705百万

円(△8.4%)の減益となりました。連結経常利益は14,523百万円と、前年同期に比べ13,215百万円(△47.6%)の減益

となりました。親会社株主に帰属する中間純利益は10,658百万円と、前年同期に比べ9,582百万円(△47.3%)の減益

となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

　客先生産台数の減少などにより、売上高は149,328百万円と、前年同期に比べ6,628百万円(△4.3%)の減収となり

ました。営業利益は合理化努力があったものの売上高の減少などにより、572百万円と、前年同期に比べ3,306百万

円(△85.2%)の減益となりました。

（北米）

　円安による為替換算上の影響などにより、売上高は82,605百万円と、前年同期に比べ4,999百万円(6.4%)の増収

となりました。営業利益は原材料の価格高騰分の売価への転嫁が進んだことなどにより、4,027百万円と、前年同

期に比べ1,499百万円(59.3%)の増益となりました。

（アジア）

　客先生産台数の減少などにより、売上高は94,677百万円と、前年同期に比べ3,308百万円(△3.4%)の減収となり

ました。営業利益は合理化努力があったものの売上高の減少などにより、11,536百万円と、前年同期に比べ712百

万円(△5.8%)の減益となりました。

（その他）

　売上高は25,148百万円と、前年同期に比べ2,471百万円(10.9%)の増収となりました。営業利益は1,881百万円

と、前年同期に比べ414百万円(28.2%)の増益となりました。

（２）当中間期の財政状態の概況

　当中間連結会計期間末の総資産は、投資有価証券の減少などにより、500,535百万円と、前連結会計年度末に比

べ、19,183百万円減少いたしました。負債は、167,001百万円と、前連結会計年度末に比べ、13,228百万円減少い

たしました。純資産は、その他有価証券評価差額金の減少などにより333,534百万円と、前連結会計年度末に比

べ、5,954百万円減少いたしました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　通期の連結業績予想につきましては、2024年７月30日の予想値を修正しております。詳細につきましては、本日

開示の「通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。

　なお、当社は企業価値向上に向けた取り組みとして、配当方針を変更し、その変更に基づき、2025年３月期の中

間配当及び期末配当予想を修正いたしました。詳細につきましては、本日開示の「配当方針の変更、剰余金の配当

（中間・増配）及び期末配当予想の修正（増配）に関するお知らせ」をご覧ください。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 73,779 75,565

受取手形及び売掛金 82,403 79,285

電子記録債権 13,022 12,540

有価証券 4,743 3,993

商品及び製品 25,934 24,791

仕掛品 40,744 42,949

原材料及び貯蔵品 9,617 9,349

その他 13,812 14,490

貸倒引当金 △55 △32

流動資産合計 264,002 262,934

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 39,741 41,435

機械装置及び運搬具（純額） 32,408 32,031

その他（純額） 46,158 38,869

有形固定資産合計 118,308 112,336

無形固定資産

その他 3,687 3,883

無形固定資産合計 3,687 3,883

投資その他の資産

投資有価証券 60,288 48,335

退職給付に係る資産 59,588 60,233

その他 13,922 12,894

貸倒引当金 △80 △81

投資その他の資産合計 133,719 121,381

固定資産合計 255,715 237,601

資産合計 519,718 500,535

２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 51,042 51,081

電子記録債務 11,099 9,628

未払法人税等 3,342 3,292

賞与引当金 10,932 9,452

製品保証引当金 14,294 12,207

その他の引当金 177 102

その他 40,973 36,486

流動負債合計 131,862 122,251

固定負債

社債 10,000 10,000

役員退職慰労引当金 252 232

環境対策引当金 990 990

退職給付に係る負債 17,467 17,671

資産除去債務 72 72

その他 19,585 15,783

固定負債合計 48,367 44,749

負債合計 180,229 167,001

純資産の部

株主資本

資本金 22,856 22,856

資本剰余金 25,640 25,612

利益剰余金 220,393 227,753

自己株式 △19,964 △19,897

株主資本合計 248,925 256,324

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 14,633 8,089

為替換算調整勘定 25,871 21,187

退職給付に係る調整累計額 28,437 27,205

その他の包括利益累計額合計 68,941 56,481

非支配株主持分 21,621 20,728

純資産合計 339,488 333,534

負債純資産合計 519,718 500,535
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

売上高 307,468 303,972

売上原価 264,795 259,849

売上総利益 42,673 44,123

販売費及び一般管理費 22,426 25,581

営業利益 20,246 18,541

営業外収益

受取利息 591 675

受取配当金 287 318

持分法による投資利益 496 357

為替差益 5,753 -

その他 406 485

営業外収益合計 7,535 1,836

営業外費用

支払利息 21 21

為替差損 - 5,375

その他 21 457

営業外費用合計 42 5,854

経常利益 27,738 14,523

特別利益

固定資産売却益 - 781

投資有価証券売却益 - 2,336

特別利益合計 - 3,118

特別損失

固定資産除売却損 192 -

減損損失 - 302

特別損失合計 192 302

税金等調整前中間純利益 27,546 17,338

法人税等 6,107 5,912

中間純利益 21,439 11,426

非支配株主に帰属する中間純利益 1,198 768

親会社株主に帰属する中間純利益 20,240 10,658

（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

（中間連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

中間純利益 21,439 11,426

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4,237 △6,672

為替換算調整勘定 9,735 △4,692

退職給付に係る調整額 △478 △1,235

持分法適用会社に対する持分相当額 208 △195

その他の包括利益合計 13,703 △12,796

中間包括利益 35,142 △1,369

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 33,150 △1,801

非支配株主に係る中間包括利益 1,991 431

（中間連結包括利益計算書）
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（３）中間連結財務諸表に関する注記事項

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による当中間連結財務諸表への影響は軽微であります。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の

中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

（追加情報）

（従業員向け株式報酬制度）

　当社は、持続的な成長に向け、その重要な経営資本である人財への投資を強化します。従業員の帰属意識や経営

参画意識を醸成し、当社業績や株価上昇への意識を高めることにより、当社の中長期的な企業価値向上を図ること

を目的として、従業員向け株式報酬制度（以下「本制度」という。）を2024年8月に導入しております。

（1）本制度の概要

　本制度は、当社が設定した信託（以下「本信託」といいます。）が、当社普通株式（以下「当社株式」といいま

す。）の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して、当社が付与するポイント数に応じた数の当

社株式を交付する、というインセンティブ・プランです。

　当該ポイントは、当社取締役会が定める株式交付規程に従って、従業員の役職等に応じて付与されるものであ

り、各従業員に交付される当社株式の数は、付与されるポイント数により定まります。

　なお、本信託による当社株式の取得資金は、全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

　交付される当社株式については、当社と各従業員との間で譲渡制限契約を締結することにより、退職までの譲渡

制限を付すものといたします。

（2）信託に残存する自社の株式

　本信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当中間連結会計期間末において、1,624

百万円、800千株であります。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

日本 北米 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 125,326 77,403 82,256 284,986 22,482 307,468 - 307,468

セグメント間の内部
売上高又は振替高

30,630 202 15,729 46,562 194 46,757 △46,757 -

計 155,956 77,606 97,985 331,549 22,677 354,226 △46,757 307,468

セグメント利益 3,878 2,528 12,248 18,655 1,467 20,123 123 20,246

（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
損益計算書

計上額
（注）３

日本 北米 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 119,061 82,455 77,557 279,074 24,897 303,972 - 303,972

セグメント間の内部
売上高又は振替高

30,267 149 17,119 47,536 250 47,786 △47,786 -

計 149,328 82,605 94,677 326,610 25,148 351,759 △47,786 303,972

セグメント利益 572 4,027 11,536 16,137 1,881 18,018 523 18,541

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　 至　2023年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額123百万円は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　 至　2024年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

の事業活動を含んでおります。

　　２　セグメント利益の調整額523百万円は、セグメント間取引消去であります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。
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